
第１編 共通編 

第１章 土工 

第１節 概論 

１－１－１ 概論 

 土工とは天然の土や岩を対象とした作業であり、作業条件は施工場所、気象状況、施工時期な

どによって異なる。特に土は含水量や凍結融解等により複雑な性質となり、性状が常に変化する。

このような特有の「条件」を考慮し、土と岩を用いてある目的物（路体、築堤等）を構築する作

業を土工といい、この作業を行うためには気象調査、土質調査、土取り場及び土捨て場調査、試

験施工、土工の施工計画（土量配分計画も含む）、環境調査などを行い慎重に調査し実施する必要

がある。 

また、軟弱地盤対策に係る概論は第３節において述べる。

第２節 土工計画 

１－２－１ 設計上の一般事項 

（１）全体の土量配分を考慮し建設発生土を有効に利用する。また、残土処理場所の選定につい

ては公共事業を優先に十分検討すること。（建設発生土：「鳥取県県土整備部公共工事建設副

産物活用実施要領」参照） 

（２）土量の変化率を見込み、適切に設計すること。（１－２－２を参照） 

（３）土量計算に際して、曲線部は図心距離とし、また縦断変移点等は中間点を設け切盛土量の

重複計上を避けること。（図心計算は１－２－３の計算例を参照） 

（４）土工計画においては原則として土積図（マスカーブ）により適正な配分計画を決定するこ

と。（１－２－４を参照） 

（５）岩質の区分、風化状態、亀裂間隔等を考慮し、その判断を誤らないこと。 

（６）設計書には、土量の総括表を必ず添付すること。なお、総括表は誰が見てもわかるように

取りまとめること。 

（７）その他、道路土工要綱等を参考にして計画すること。 

１－２－２ 土量の変化 

 一般の土質分類には土木工事標準積算基準書の土量変化率を使用する。 

１－２－３ 曲線中の土量計算 

曲線中の土量計算は各断面の図心を求め、その図心間距離により土量計算をすること。 

 図心間距離を求める計算手法を図 1-2-1 及び図 1-2-2 を例として、以下に示す。 
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図 1-2-1 

図 1-2-2 

（１）曲線中の断面 No．5、No．6の図心 G5、G6 を求める。（図 1-2-2） 

（２）図心 G5、G6 と道路中心までの距離 e5、e6 を求める。e5、e6 の符号は G5、G6 が道路中心

線の内側にある時は負（－）外側にある時は正（＋）とする。 

（３）道路中心から図心までの平均距離（平均図心） 

e' =
e5 + e6
2  を求める。 

（４）ｅ’が求まれば比例計算により（表 1-2-2 参照） 

L' = L ×
R + e'
R  が求まる。 

Ｌ：Ｌ’＝Ｒ：Ｒ’ 

Ｒ’＝Ｒ＋ｅ’ 

ここで Ｌ：測点間センター距離（ｍ）、Ｒ：平均半径（ｍ）、ｅ’：平均図心

No.5 No.6 
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但し、平均半径Ｒは、図 1-2-3 の例において、
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なお、

A2 = Rx lx , Rx =
A2

lx
A: パラメータ

（５）表 1-2-1 より、 

を求める。 

（６）αが決まれば、（４）より、図心間距離Ｌ’が求まる。 

計算例を次頁（図 1-2-4、表 1-2-2）のとおり示す。 

図 1-2-3
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表 1-2-1
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（計算例） 

図 1-2-4 

表 1-2-2 計算表 

通 過 

距 離 
距 離 

補 正 

距 離 
断面積 平 均 積 摘      要 

B・C   2.3   

E・C 8.0 7.0 4.1 3.2 22.4 

e' =
-3.5 + -4.1

2
= -3.8

L' = 8.0 × 0.87 ≒ 7.0
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１－２－４ 土量の配分 

 土量の配分は、切り盛り土量のバランスと運搬距離、適切な建設機械及び盛土で要求される品

質等を的確に把握して計画しなければならない。 

 ここでは、土積図（マスカーブ）による土量の配分を行う場合の計算例を以下に示す。 

（１）以下の要領により土量計算書を作成する。（表 1-2-3 参照） 

①断面積の算定 

工事区域外に搬出し、処分しなければならない不良土及び路床等特別の目的をもって使用

する良質土については、断面積からあらかじめ差し引いておく。 

  ②補正土量 

   切土量を盛土量に補正したものであり、次の式による。 

    補正土量＝切土量×Ｃ Ｃ＝締め固めた土量／地山の土量 

   ただし、地山の土質が１種類ではなく、土量の変化率がそれぞれ異なる場合は、土質別の

切土量を計算し、加重平均によって平均の変化率を求め、盛土の補正土量を求める。 

  ③増減土量 

   盛土中にある横断構造物等盛土から控除すべき、あるいは盛土に加える土量を別途計算 

し、盛土量の増減土量欄にその数量及び事由を記入する。 

  ④累加土量は、差し引き土量の累加であるので、縦方向（縦断方向）のみが考慮される。 

このため、同一断面内で盛土と切土がある場合は、その断面内で流用することとし、これ 

を横方向土量として算出する。 

表 1-2-3 土量計算書［参 1-1 出典：公益社団法人日本道路協会 道路土工要綱 p.277］ 
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（２）（１）で作成した土量計算書を元に、以下の要領により土積図（桝カーブ）を作成する。（図

1-2-5 参照） 

 ①道路中心線の縦断図ＡＢＣＤＥＦＧＨＩＪＫＬを描く。 

 ②縦断図の直下に基線ａｚ（±０線）を引き、土量計算書で求めた累加土量を縦断図の各測 

点に対応して表示し、土積曲線ａｃｅｈｋｌを描く。 

図 1-2-5 土量配分図による土量の配分［参 1-1 出典：公益社団法人日本道路協会 道路土工要綱 p.278］ 

（３）土量の配分 

  基線ａｚに平行な任意の直線（平衡線）と土積曲線に囲まれた区間の土量は、切土・盛土が

平衡している（なお、平衡線と平衡線及び土積曲線に囲まれた区間も同様に平衡している。）。

平衡線から土積曲線の底点又は頂点までの高さ、あるいは平衡線から平衡線までの高さは、囲

まれた区域の運搬すべき正味の土量を表している。当該高さの中心を通り、土積曲線で区切ら

れた平衡線の距離は、平均運搬距離を表している。 

  これらのことから、平衡線を図上で上下することにより、最も有利な平衡点を求めることが

できる。 

  平均運搬距離については図上で実用上十分正確なものを求めることができるが、土量につい

ては必ず土量計算書から求めること。なお、平衡点が測点と測点との中間になった場合には、

補間法にて求める。 

  土積図における運搬距離は、水平距離を示しており、実際の施工では勾配、地形の関係から

運搬距離は異なることを理解しておくことが必要である。 
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１－２－５ 施工方法と機械の選定 

 土工には量、質によって、標準的な施工方法がある。一方、個々の工事には現場の特殊な条件

があり、標準的な工法もその条件に合わせて修正しなければならない。 

なお、適用する機種の選定に当っては、土木工事標準積算基準書第Ⅱ編第１章を参考にするこ

と。 

１－２－６ 路床の標準断面図 

 路床の標準断面図を、切土部の場合（図 1-2-6）、盛土部の場合（図 1-2-7）、保護路肩部（図 1-2-8）
について示す。 

 なお、道路の左右（同一断面）で異なる舗装構成を採用しないこと。 

切土部の場合

注）1 路肩構造物（道路側溝も含む。）の基礎砕石の端部までとする。

図 1-2-6 

盛土部の場合

注）１ 路肩構造物（道路側溝も含む。）の基礎砕石の端部から、１割でおろした範囲とする。 

２ 路肩の排水工は、下図を参照のこと。 

図 1-2-7 

保護路肩部 

図 1-2-8
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第３節 軟弱地盤対策 

１－３－１ 概論 

 軟弱地盤は、一般に粘土やシルトのような微細な粒子に富んだやわらかい土や、間げきの大き

い高有機質土またはゆるい砂等からなる土層によって構成されている。これらの土層の性質は、

堆積が新しいほど、地下水位が高いほど、また上位に堆積した土層の厚さが薄く小さな土かぶり

圧しか受けていない場合ほど強度が小さく圧縮性が高いことが多く、問題の多い軟弱地盤を形成

する。したがって、軟弱地盤の成層や土質は、地形に応じた生成環境によって大きく差があるの

が普通である。

 軟弱の程度の評価は相対的なもので、構築される土工構造物の種類や規模等によって地盤に作

用する荷重や許容される変位量が異なるため、必要とされる地盤強度や沈下特性も異なったもの

となる。一般に、Ｎ値４以下の粘性土の地盤では沈下のおそれや安定に問題がある可能性がある

ため、また、砂質土ではＮ値１０～１５以下では地震時に液状化による被害のおそれがあるため

軟弱地盤とされる。

 図 1-3-1 及び表 1-3-1、表 1-3-2 にはそれらの軟弱地盤の分布域と地盤の性状、代表的な土質性

状を示した。同表のような土層及び土質からなる地盤に遭遇した場合は、土工構造物の基礎地盤

として十分な支持力を有しない可能性があるため、軟弱地盤としての調査、設計及び施工等の必

要な処置を検討しなければならない。

図 1-3-1 軟弱地盤の分布と成層例［参 1-2 出典：公益社団法人日本道路協会 軟弱地盤対策工指針 p.6］
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表 1-3-1 軟弱地盤の分布域と性状［参 1-2 出典：公益社団法人日本道路協会 軟弱地盤対策工指針 p.7］ 

分布域 軟 弱 地 盤 の 性 状

おぼれ谷

埋積地

おぼれ谷（谷地形が海進により海面下に沈んだ地形）が堆積物で埋められた後に再度隆起し

て地表に現れた地形で、有機物を大量に混入した厚い軟弱地盤となることが多い。

後背湿地 自然堤防背後の後背湿地の地盤。粘性土と砂礫の互層地盤が多い。上部に河成の有機質土、

粘性土等がかなり厚く堆積していることがある。

丘陵や谷地に挟ま

れた細長い谷

崩積谷、埋積谷、小おぼれ谷（海岸砂州等で湾口を閉ざされたおぼれ谷の地盤）、枝谷等。上

部に潟湖成泥炭や有機質土が、下部に海成粘土が厚く堆積していることが多い。層厚が 10m
を超えることは少ない。

三角州低地 緩流河川の河口三角州に形成された低地の地盤。粘性土と砂の互層地盤が多い。下部に厚い

海成粘土層を有する大規模な軟弱地盤を形成することがある。

埋立地 最近埋め立てられた地盤。特に軟弱な海底を乱された粘土やシルトで厚く埋め立て、まだ十

分圧密していない場合に問題が多い。また、砂質土で埋め立てられている場合には、液状化

する可能性が高い。

海岸砂州

自然堤防

海岸砂州や大河川の自然堤防に沿う地盤。一般には良好な地盤であるが、上部にゆるい砂層

が厚く堆積し、下部に厚い粘性土層が分布することがある。

その他 現河道、旧河道、水面上の盛土地、自然堤防緑辺部、砂丘間の低地、砂丘と低地の境界部は、

ゆるい砂質土が堆積していることが多く液状化する可能性が高い。

表 1-3-2 軟弱地盤の区分と一般的な土質［参 1-2 出典：公益社団法人日本道路協会 軟弱地盤対策工指針 p.8］ 

分 布 域
地 盤

区 分

土 質

材 料

区 分

土 質 区 分 記号

土  質 注 1)

nw
(%)

ne uq
(kN/m2)

N 値 

高有機

質土

(Pm) 

泥炭

(Pt) 
繊維質の

高有機質土

300 
以上

7.5 
以上 40 

以下

1 注 1)

以下

黒泥

(Mk) 
分解の進んだ

高有機質土

300 
～

200 

7.5 
～

5 

細粒土

(Fm) 

有機質土

(O) 
塑性図Ａ線

の下
200 
～

100 

5 
～

2.5 

100 

以下

4 注 1)

以下

火山灰質

粘性土

(V) 

塑性図Ａ線

の下

シルト

(M) 

塑性図Ａ線の下, 
ダイレイタンシー

大 100 
～

50 

2.5 
～

1.25 
粘土

(C) 

塑性図Ａ線の上, 
またはその付近, 
ダイレイタンシー

小

粗粒土

(Cm) 

細粒分

まじり

砂(SF) 

75 ㎛以下

15～50％

50 
～

30 

1.25 
～

0.8 
― 

10 
～

15 
以下砂

(S) 
75㎛以下

15％未満

30 
以下

0.8 
以下

注 1)：盛土高さが数 m 程度の場合を想定したものであり、高盛土となるような場合には別途考慮する必要がある。

砂質土

地盤

泥炭質

地盤

丘陵や谷

地に挟ま

れた細長

い谷
粘性土

地盤

後背湿地

おぼれ谷

埋積地

三角州

低地

埋立地

海岸砂州

自然堤防
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１－３－２ 軟弱地盤対策の基本事項 

１ 軟弱地盤における被害の形態と留意点

 軟弱地盤上で土工構造物を構築すると、表 1-3-3 に示すように地盤のせん断強さや支持力の不

足等による盛土のすべり破壊、圧密沈下による土工構造物や周辺地盤等の変形、路面の不陸が生

じることがある。軟弱地盤上の道路土工において、特に留意が必要な変状としては以下のものが

挙げられる。

① 地盤のすべり破壊

② 地盤の沈下及び周辺地盤の変形

③ カルバート、擁壁等の損傷

④ 地震による地盤のすべり破壊及び液状化

表 1-3-3 軟弱地盤の挙動と問題点［参 1-2 出典：公益社団法人日本道路協会 軟弱地盤対策工指針 p.9］ 

項 目 建 設 段 階 維 持 管 理 段 階

地 盤 の

挙 動

路面及び

盛土本体

への影響

周辺地盤

への影響

構 造 物

への影響

沈下量が大 周辺地盤の

変位が大

すべり破壊

の発生

残留沈下（長期沈下）

盛土量の増大

残留沈下量の増大

天端幅不足または

寺勾配

すべり破壊

（段差・クラック

発生）

路面の不陸

走行性不良

路面排水不良

隆起、浮上り、沈下、

押出し、引込み

広範囲な隆起

押出し

沈  下

周辺地盤の排水不良

周辺構造物の沈下

構造物取付部段差

走行性不良

構造物への影響

ボックスカルバート

等の沈下

排水不良

カルバート内の

オーバーレイ

による断面不足

擁壁との段差

路面水の浸透

裏込め土・

舗装の弱化

構造物の不同沈下

（変位）、破損

周辺構造物（人家、

用水路、その他構造物）

の破損、橋台の変位

擁壁の変形
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２ 軟弱地盤対策の考え方

 道路土工の調査において、十分な支持力を有しない地盤に遭遇した場合、軟弱地盤対策を適用

しないで土工構造物が構築できるか、また供用後に土工構造物が要求される性能を確保できるか

を判断する。その結果、安全な構築や供用中の性能の確保が難しいと判断した場合に、地盤のせ

ん断強さや変形抵抗性の増加等構築する土工構造物や地盤条件に適合した軟弱地盤対策工を実施

し、また適切な維持管理を行う。全体的な流れを図 1-3-2 に示す。

図 1-3-2 軟弱地盤対策の考え方［参 1-2 出典：公益社団法人日本道路協会 軟弱地盤対策工指針 p.17］

１－３－３ 軟弱地盤対策の調査・検討一般 

１ 基本的な考え方

 軟弱地盤上で土工構造物を構築するに当たっては、軟弱地盤並びに軟弱地盤対策の特性を考慮

し、その計画、設計、施工及び維持管理に必要な軟弱地盤の調査や対策の検討を効率的かつ的確

に行わなければならない。

２ 地盤調査に当たっての留意点

 軟弱地盤の沈下・安定については、地盤の地質学的な生成過程、地形、軟弱層厚及び土層構成

等によってある程度の推定が可能である。既往の施工事例によると、類似の地盤では同じような

現象が生じることが多く、調査に当たっては、類似地盤における資料を参考にすることが必要で

ある。代表的な軟弱地盤の土層構成とその特徴を表 1-3-4 に示す。

原地盤の土質条件 構造物の機能・特性・重要性

無対策で安定、沈下・変形、液状化の検討

無対策で可能か？ 通常の地盤として設計・施工

軟弱地盤対策工の必要理由

①圧縮性の改善、②せん断特性の改善、③透水性の改善、④動的特性の改善

現場条件・工期等

対策工の選定・設計・施工

維持管理

Yes 

No 
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 地盤調査及び調査手法の一般的な事項は、「道路土工－軟弱地盤対策工指針」第３章によるほか、

以下の文献を参考にするとよい。

○ 「地盤調査の方法と解説」（平成１６年；地盤工学会）

○ 「地盤材料試験の方法と解説」（平成２１年；地盤工学会）

表 1-3-4 代表的な軟弱地盤の土層構成とその特徴 

［参 1-2 出典：公益社団法人日本道路協会 軟弱地盤対策工指針 p.35］ 

名称 概略図 軟弱地盤の性質 主な分布地域 

粘土層型

軟弱地盤の最も標準的なタイプとして粘土または有機質

分を含む粘土のみで構成されているものであり、qu値は

深さ方向に地表より直線状に増大する。なお層厚が厚い場

合、下位に現れる海成粘土は鋭敏比が高く地盤対策工等で

乱すと強度の回復に長時間を要し圧密の進行が非常に遅

いことが多い。 

小おぼれ谷 

臨海埋立地 

上部砂層型

地表に３～５ｍの砂層が載っているタイプであり、砂層が

排水層となるので安定の問題は少ない。地震時における液

状化が問題となることがある。 

海岸砂州 

自然堤防 

砂層挟在型

上部に陸成粘土、下部に海成粘土が堆積し、その境界に中

間砂層が介在するタイプ。中間砂層が排水層となり安定の

問題は少ないが、盛土終了後も長期に渡って下部粘土層の

遅れに起因する沈下が継続することが多い。 

後背湿地 

三角州低地 

上部泥炭型

地表部に泥炭層があるタイプでその下の堆積粘土層は、上

部 10～15ｍが陸成で、深くなればその下に海成の粘土が

堆積していることが多い。この型では直下の粘性土は鋭敏

比が高く、安定に問題が多い。なお粘性土がなくビートだ

けの場合、初期沈下量は非常に大きいが、時間の経緯とと

もに急速に沈下は減少することが多い。 

小おぼれ谷 

後背湿地 

泥炭挟在型

地表部に粘性土があり、その下に泥炭層が埋もれた形で堆

積しているタイプ。複雑な層構成のため qu値の深度分布

傾向は判然としない。盛土施工の際には、泥炭下の有機質

粘土の強度及び挙動が重要な要素となる。 

後背湿地 

３ 注意が必要な軟弱地盤の調査

 軟弱地盤では、以下に示すような状況のときに特に安定や沈下に対して問題となることが多い

ので、必要に応じて詳細な調査を行うものとする。また、盛土の沈下やすべり破壊が周辺に重大

な影響を及ぼすことが予想される場合や、交通量が多く供用後の交通規制が困難な場所、災害時

に代替路線のない箇所では、特に詳細な調査が必要である。

① 片切り片盛り部の場合

② 道路縦横断方向に軟弱層厚の変化が著しく、基盤が傾斜している場合

③ 既設構造物がある場合

④ 橋台等との取付部やカルバートに接する盛土の場合

⑤ ゆるい砂質土等からなる地盤で地震時に液状化が予想される場合

⑥ 長期沈下が発生するおそれのある場合

 また、基盤が傾斜している地盤、海成粘土、泥炭地盤、泥炭と海成粘土からなる地盤の場合に

は、特に慎重な配慮が必要である。
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１－３－４ 軟弱地盤対策工の設計・施工一般 

１ 基本的な考え方

（１）軟弱地盤対策工の適用に当たっては、軟弱地盤対策を必要とする理由や目的を十分踏まえ

たうえで、対策工法の原理、対策効果、施工方法、周辺環境に及ぼす影響及び経済性等を総

合的に検討し、適切な対策工法を選定する。

（２）軟弱地盤対策工の設計に当たっては、地盤調査結果を十分に活用して、軟弱地盤対策を施

した軟弱地盤上の土工構造物について想定する作用に対する安定性等を照査し、対策目的を

達成するのに必要な軟弱地盤対策工法の仕様を決定する。その際、軟弱地盤の不均質性や予

測の不確実性に配慮した設計・構造にするとともに、必要に応じて試験施工を実施する。

（３）軟弱地盤対策工の施工に当たっては、対策の目的や軟弱地盤の性状を考慮し、周辺環境等

の現地条件に即した施工計画を立案し、適切な工程や品質・出来形等に関する施工管理及び

沈下・安定に関する管理の下に施工を実施する。

２ 軟弱地盤対策工法の選定に当たって考慮すべき条件

（１）各対策工法の原理と効果

対策工法は、各々の対策原理と効果によって表 1-3-5 に示すように分けられる。対策工法は、

同一の工法であっても、それを適用する目的、用途等が異なれば、その設計法は異なる。また、

対策工法の種類によって、得られる効果が異なり、主目的とする効果と、それに付随した二次

的効果を併せもつことが多い。例えば、サンドコンパクションパイル工法を粘性土地盤に適用

した場合、主な効果として、砂杭の応力分担による全沈下量の減少並びに安定対策としてのす

べり抵抗の増加等が期待できるとともに、二次的効果として圧密促進、側方変形対策を目的と

した応力の軽減等も期待できる。そのため表 1-3-5 中には、一つの対策工法にも幾つか○印を

付している。

（２）対策工法の選定手順

対策工法の選定の流れとしては、まず、トラフィカビリティーの確保のためのサンドマット

工法等を、次に、沈下や安定が問題となった場合は、盛土載荷重工法や緩速載荷工法等の時間

をかけて行なう比較的安価な対策工法を優先して検討する。時間的な制約が厳しく盛土載荷重

工法だけでは沈下が問題になる場合、緩速載荷工法だけでは安定性が確保できない場合あるい

は盛土の建設により隣接する施設に変形や損傷を与える可能性がある場合等には、表 1-3-5 に

示した各対策工法の対策原理と効果を参考に対策工法の適用を検討する。

対策工法は単独で適用されるだけでなく、組み合わせて適用されることもある。例えば、軟

弱層の表層に砂を被覆するサンドマット工法は、施工機械の作業を容易にするとともに、排水

層の役目も果たすため、バーチカルドレーン工法等と併用されるのが一般的である。
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表 1-3-5 各対策工法の対策原理と効果［参 1-2 出典：公益社団法人日本道路協会 軟弱地盤対策工指針 p.191］ 

原理 代表的な対策工法 

効  果 

沈下 安 定 変形 液状化 
ト
ラ
フ
ィ
カ
ビ
リ
テ
ィ
ー
確
保

圧
密
沈
下
の
促
進
に
よ
る

供
用
後
の
沈
下
量
の
低
減

全
沈
下
量
の
低
減

圧
密
に
よ
る
強
度
増
加

す
べ
り
抵
抗
の
増
加

す
べ
り
滑
動
力
の
軽
減

応
力
の
遮
断

応
力
の
遮
断

液状化の発生を防止する対策 
液
状
化
の
発
生
は
許
す
が

施
設
の
被
害
を
軽
減
す
る
対
策

砂地盤の性質改良
有
効
応
力
の
増
大

過
剰
間
隙
水
圧
の
消
散

せ
ん
断
変
形
の
抑
制

密
度
増
大

固
結
粒
度
の
改
良

飽
和
度
の
低
下

圧密・排水 

表層排水工法                ○

サンドマット工法 ○               ○

緩速載荷工法   ○

盛土載荷重工法 ○  ○

バーチカ 

ルドレー 

ン工法 

サンドドレーン工法 ○  ○

プレファブリケイティッド 

バーチカルドレーン工法 
○  ○

真空圧密工法 ○  ○

地下水位低下工法 ○  ○        ○ ○

締固め 

振動締固 

め工法 

サンドコンパクション 

パイル工法 
○ ○ ○ ○   ○ ○

振動棒工法  ○*      ○

バイブロフローテーション 

工法 
○*

     ○

バイブロタンバ－工法 ○*      ○

重錘落下締固め工法 ○*      ○

静的締固 

め工法 

静的締固め砂杭工法 ○ ○ ○ ○   ○ ○

静的圧入締固め工法        ○

固結 

表層混合処理工法  ○  ○  ○   ○       ○

深層混合 

処理工法 

深層混合処理工法 

（機械撹拌工法） 
 ○  ○  ○ ○  ○     ○ ○  

高圧噴射撹拌工法  ○  ○  ○ ○  ○     ○ ○  

石灰バイル工法  ○  ○    ○ ○

薬液注入工法  ○  ○     ○

凍結工法    ○

掘削置換 掘削置換工法  ○  ○  ○    ○

間隙水圧消散 間隙水圧消散工法             ○    

荷重軽減 

軽量盛土 

工法 

発泡スチロールブロック工

法 
 ○   ○  ○

気泡混合軽量土工法  ○   ○  ○

発泡ビーズ混合軽量土工法  ○   ○  ○

カルバート工法  ○   ○  ○

盛土の補強 盛土補強工法    ○           ○  

構造物に 

よる対策 

押え盛土工法    ○           ○  

地中連続壁工法              ○

矢板工法    ○  ○       ○**  ○  

杭工法  ○  ○   ○        ○  

補強材の敷設 補強材の敷設工法    ○            ○

*)砂地盤について有効   **)排水機能付きの場合 
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第４節 道路土工構造物 

１－４－１ 道路土工構造物に関する基本的事項 

（１）道路土工構造物は、その構造形式、交通の状況及び当該道路土工構造物の存する地域の地

形、地質、気象その他の状況を勘案し、当該道路土工構造物に影響する作用及びこれらの組

合せに対して十分安全なものでなければならない。

（２）道路土工構造物の新設又は改築にあたっては、使用目的と適合性、構造物の安全性、耐久

性、施工品質の確保、維持管理の確実性及び容易さ、環境との調和並びに経済性を考慮しな

ければならない。

（３）道路土工構造物の調査及び計画にあたっては、当該地域及びその周辺の地形、地質、環境、

気象、水理、景観、過去の点検状況、維持修繕及び災害履歴、個々の道路土工構造物の特性、

使用する材料、対象とする災害、連続又は隣接する構造物等がある場合はその特性並びに維

持管理の方法を考慮しなければならない。

１－４－２ 用語の定義 

（１）道路土工構造物

道路を建設するために構築する土砂や岩石等の地盤材料を主材料として構築される構造物及

びそれらに附帯する構造物の総称をいい、切土・斜面安定施設、盛土、カルバート及びこれら

に類するものをいう。

（２）路床

舗装の基礎となる舗装下面の土の部分をいう。

（３）地山

道路土工構造物の構築の用に供する自然地盤をいう。

（４）切土

路床と舗装との境界面までの地山を切り下げた部分をいう。

（５）盛土

路床と舗装との境界面までの土を盛り立てた部分をいう。

（６）のり面

盛土又は切土により人工的に形成された斜面をいう。

（７）自然斜面

自然に形成された斜面をいう。

（８）斜面安定施設

自然斜面の崩壊等による道路への影響を防止又は抑制するために設置する施設をいう。

（９）カルバート

  道路の下を横断する道路、水路等の空間を確保するために、盛土又は原地盤内に設けられる

構造物をいう。

  盛土及び切土部の断面と代表的な部位の名称を図 1-4-1 に、道路土工構造物の体系図を図

1-4-2 に示す。
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図 1-4-1 盛土部及び切土部の断面と代表的な部位の名称 

［参 1-3 出典：公益社団法人日本道路協会 道路土工構造物技術基準・同解説 p.15］ 

図 1-4-2 道路土工構造物の体系 

［参 1-3 出典：公益社団法人日本道路協会 道路土工構造物技術基準・同解説 p.15］ 
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１－４－３ 道路土工構造物の設計 

１ 設計に際しての基本的事項

（１）道路土工構造物の設計は、使用目的との適合性及び構造物の安全性について、２の作用及

びこれらの組合せ並びに３の要求性能を満足するよう行わなければならない。

（２）道路土工構造物の設計は、理論的で妥当性を有する方法や実験等による検証がなされた方

法、これまでの経験・実績から妥当とみなせる方法等、適切な知見に基づいて行うものとす

る。

（３）道路土工構造物の設計にあたっては、その施工の条件を定めるとともに、維持管理の方法

を考慮しなければならない。

２ 作用

 道路土工構造物の設計にあたっては、次の作用を考慮することを基本とする。

（１）常時の作用

  常に道路土工構造物に影響する作用をいう。

（２）降雨の作用

  地域の降雨特性、道路土工構造物の立地条件等を勘案し、供用期間中に通常想定される降雨

に基づく作用をいう。

（３）地震動の作用

  次に示すレベル 1 地震動及びレベル 2 地震動の 2 種類による作用をいう。

 １）レベル 1 地震動

   供用期間中に発生する確率が高い地震動

 ２）レベル 2 地震動

   供用期間中に発生する確率は低いが大きな強度をもつ地震動

（４）その他の作用

   風、雪、落石、斜面崩壊等があり、構造物の特性、設置箇所等の条件によって適切に選定

し、考慮する必要がある。

３ 要求性能

（１）道路土工構造物の設計に際して要求される性能（以下「要求性能」という。）は、（３）に

示す重要度の区分に応じ、かつ、当該道路土工構造物に連続又は隣接する構造物等の要求性能・

影響を考慮して２の作用及びこれらの組合せに対して（２）から選定する。

（２）道路土工構造物の要求性能は、安全性、使用性及び修復性の観点から次のとおりとする。

  性能１：道路土工構造物が健全である、又は、道路土工構造物は損傷するが、当該道路土工

構造物の存する区間の道路としての機能に支障を及ぼさない性能

  性能２：道路土工構造物の損傷が限定的なものにとどまり、当該道路土工構造物の存する区

間の道路の機能の一部に支障を及ぼすが、すみやかに回復できる性能

  性能３：道路土工構造物の損傷が、当該道路土工構造物の存する区間の道路の機能に支障を

及ぼすが、当該支障が致命的なものとならない性能

（３）道路土工構造物の重要度の区分は、次のとおりとする。

  重要度１：下記（ア）、（イ）に示す道路土工構造物

 （ア）下記に掲げる道路に存する道路土工構造物のうち、当該道路への影響が著しいもの

  ・高速自動車国道、都市高速道路、指定都市高速道路、本州四国連絡高速道路及び一般国道

  ・都道府県道及び市町村道のうち、地域の防災計画上の位置づけや利用状況等に鑑みて、特

に重要な道路
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 （イ）損傷すると隣接する施設に著しい影響を与える道路土工構造物

  重要度２：（ア）及び（イ）以外の道路土工構造物

４ 各道路土工構造物の設計 

 各道路土工構造物の設計は、「１ 設計に際しての基本的事項」～「３ 要求性能」によるほか、

「道路土工構造物技術基準・同解説（公益社団法人 日本道路協会）」に従って行うものとする。 

第５節 その他 

１－５－１ 参考図書 

No. 参考図書 発行年月 発行 

参 1-1 道路土工要綱 H21.6 公益社団法人日本道路協会 

参 1-2 道路土工－軟弱地盤対策工指針 H24.8 公益社団法人日本道路協会 

参 1-3 道路土工構造物技術基準・同解説 H29.3 公益社団法人日本道路協会 
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